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岩手県産業・地域ゼロエミッション推進事業費補助金交付要綱 

 

 （目的） 

第１ 環境に配慮した産業活動を推進し、県内の産業廃棄物等の発生抑制、再使用、再生利用（以下「発

生抑制等」という。）を図るため、県内の事業者等が、主に県内で排出される産業廃棄物等の発生抑制

等に係る事業活動を行う場合（以下「補助事業」という。）に要する経費に対し、予算の範囲内で、岩

手県補助金交付規則（昭和 32年岩手県規則第 71号。以下「規則」という。）及びこの要綱により補助

金を交付する。 

 

 （定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 産業廃棄物 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄物処 

理法」という。）第２条第４項に規定する産業廃棄物をいう｡ 

(２) 産業廃棄物等 廃棄物処理法第２条第１項に規定する廃棄物のうち、県内の事業者等が排出 

する廃棄物をいう｡ 

(３) 県内の事業者等 県内に事業所を置く事業者（特定非営利活動促進法（平成 10年法律第７号） 

に基づき認証を受けた特定非営利活動法人を含む｡）若しくは主にそれらの事業者で構成される法 

人格を有する団体（構成員の半数以上が県内に事業所を置く事業者であること。）又は県内に事 

業所を設置しようとする事業者をいう。 

(４) 中小企業者 中小企業基本法（昭和 38年法律第 154 号）第２条に規定する中小企業者をいう。 

(５) 企業内ゼロエミッション推進事業 県内の事業者等が、自ら排出する産業廃棄物等の発生抑 

制等を行うために実施するものであって、先進性のある事業をいう。 

(６) 地域・企業間ゼロエミッション推進事業 複数の県内の事業者等が、共同で当該事業者等が 

排出する産業廃棄物等の発生抑制等を行うために実施するものであって、地域循環共生圏の構築 

に資する先進性のある事業をいう。 

(７) 廃棄物発生抑制等技術研究開発推進事業 県内の事業者等が、自ら排出する産業廃棄物等又 

は主に県内の事業者等から排出される産業廃棄物等の発生抑制等に係る新技術の研究開発を行う 

ために実施する事業をいう。 

(８) 廃棄物利用製品開発推進事業 県内の事業者等が、主に県内の事業者等から排出される産業 

廃棄物等を利用した製品の開発を行うために実施する事業をいう。 

(９) 廃棄物利用製品製造推進事業 県内の事業者等が、主に県内の事業者等から排出される産業 

廃棄物等を利用した製品の製造を行うために実施する事業をいう。 

(10) ゼロエミッション普及促進事業 知事が別に指定する事業者又は県内の事業者等（ただし、 

会社又は個人にあっては、中小企業者に限る。）が、産業廃棄物等の減量化又は資源化を推進する 

ために定めた計画に基づき、自ら排出する産業廃棄物等（バイオディーゼル燃料を製造する場合 

にあっては、自ら又は県内の事業者等が排出する産業廃棄物等）の発生抑制等を行うために実施 

する事業をいう。 

(11) 環境産業育成支援事業 知事が別に指定する事業者が、自ら製造するリサイクル製品の商品 

力強化又は販売促進の取組みを行う事業及び補助金の交付を受けて第５号から前号までの事業に 

よって開発され、若しくは製造された製品又は技術の利用促進を目的として実施する事業をいう。 

 (12) プラスチック再商品化事業者開拓支援事業 県内の事業者等が、市町村、一部事務組合又は広

域連合（以下「市町村等」という。）と連携して、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法

律（令和３年法律第 60号。以下「プラスチック資源循環促進法」という。）第２条第３項に規定す

る使用済プラスチック使用製品廃棄物（廃棄物処理法第２条第２項に規定する一般廃棄物に限る。）
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の回収、処理及び同法第２条第８号に規定する再商品化を試行的に行い、同法第 33 条第１項に定

める再商品化計画の策定を見据えた実証を目的として実施する事業をいう。 

 

 （補助金の交付の対象及び補助金額） 

第３ 第１に規定する経費及びこれに対する補助金額は、別表第１に定めるとおりとする。 

 

 （補助事業に要する経費の配分及び補助事業の内容の軽微な変更） 

第４ 規則第６条第１項第１号及び第２号に規定する軽微な変更は、次に掲げる変更以外の変更とする。 

(１) 事業テーマの変更又はこれに類する変更 

(２) 事業種目の追加、中止又は廃止 

(３) 経費の配分の 20パーセントを超える増減 

(４) 補助金額の変更を伴う変更 

 

 （申請の取下期日） 

第５ 規則第８条第１項に規定する申請の取下期日は、補助金の交付の決定の通知を受領した日から起

算して 15日以内とする。 

 

 （財産の処分に係る制限の期間） 

第６ 規則第 19 条第１項に規定する期間は、補助金等により取得し、又は効用の増加した財産の処分

制限期間（平成 12年厚生省告示第 105 号）を準用する。 

 

 （事業の遂行の状況に係る報告） 

第７ 補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた年度の 10 月 31 日における補助事業の遂行の状況を

翌月の 15日までに、岩手県産業・地域ゼロエミッション推進事業遂行状況報告書（様式第６号）によ

り知事に報告しなければならない。 

 

 （立入検査等） 

第８ 知事は、予算の執行の適正を期するため、補助事業者に対して、必要な報告を求め、又は当該職

員に、その事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者

に質問させることができる。 

２ 補助事業者は、補助事業の全部又は一部を委託により実施する場合において、当該委託の業務を行

う者と契約を締結するに当たっては、知事は、予算の執行の適正を期するため、当該委託の業務を行

う者に対して、必要な報告を求め、又は当該職員にその事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その

他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる旨の条件を附さなければなら

ない。 

 

 （書類の整備等） 

第９ 補助事業者は、補助事業に係る補助金の経理を明らかにした書類を整備し、当該補助事業の完了

の日の属する年度の翌年度から起算して５年間（当該補助事業により取得し、又は効用の増加した財

産に係る処分の制限期間が５年を超える場合にあっては当該処分の制限期間）これを保存しなければ

ならない。 

 

 （前金払） 

第 10 補助事業者は、補助金の前金払を請求しようとするときは、岩手県産業・地域ゼロエミッション

推進事業費補助金前金払請求書（様式第７号）に知事が必要と認める書類を添えて、知事に提出しな
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ければならない。 

 

 （消費税等仕入控除税額に係る報告等） 

第 11 補助事業者は、規則第４条の規定に基づき補助金の交付の申請をするに当たって、当該補助金に

係る消費税等仕入控除税額（補助金の交付の対象となる経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当

する額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除

できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税の税率を

乗じて得た金額の合計額に補助率（当該補助金の額を当該経費の額で除して得た率のことをいう。）

を乗じて得た額をいう。以下同じ。）が明らかではないため、消費税等仕入控除税額を含めて補助金の

交付の申請をした場合に、当該申請の後に当該消費税等仕入控除税額が明らかになったときは、速や

かに消費税等仕入控除税額報告書（様式第８号）により知事に報告しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金の交付を受けた後に前項の報告をした場合は、当該報告による知事の補助金

の返還の命令を受けて、前項の報告に係る消費税等仕入控除税額を返還しなければならない。 

 

 （提出書類及び提出期日） 

第 12 規則により定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別表第２のとおりとする。 

 

 （補則） 

第 13 この要綱に定めるもののほか、この補助金の取扱いに関し必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 27年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年８月 24 日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年９月 24 日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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別表第１（第３関係） 

事業区分 経     費 補 助 金 額 

企業内ゼロエ

ミッション推

進事業 

県内の事業者等が産業廃棄物等の発生

抑制等を行う場合に要する経費のうち、次

に掲げる経費 

１ 建物等施設の設置又は改修に要する

経費（以下「建物等施設費」という。） 

２ 構築物の建造、改良、据付け又は修繕

に要する経費（以下「構築物費」という。） 

３ 機械装置又は工具器具の購入、試作、

改良、据付け又は修繕に要する経費（以

下「機械装置等費」という。） 

４ 技術指導の受入れに要する経費（以下

「技術指導受入費」という。） 

５ 大学、研究機関等との共同研究に要す

る経費（以下「共同研究費」という。） 

６ 市場形成の可能性に関する調査に要

する経費（以下「市場形成調査費」とい

う。） 

７ その他、知事が必要かつ適当と認める

経費 

当該経費の２分の１に相当する額以

内の額。ただし、１件当たり 1,000 万円

を上限とし、100 万円を下限とする。 

 

地域・企業間

ゼロエミッシ

ョン推進事業 

県内の事業者等が産業廃棄物等の発生

抑制等を行う場合に要する経費のうち、次

に掲げる経費 

１ 建物等施設費 

２ 構築物費 

３ 機械装置等費 

４ 技術指導受入費 

５ 共同研究費 

６ 市場形成調査費 

７ その他、知事が必要かつ適当と認める

経費 

知事が別に指定する産業廃棄物等の

発生抑制等を行う事業で、環境基本計

画（平成 24 年４月 27 日閣議決定）に定

める地域循環共生圏の構築に資すると

ともに、内容が先導的であると知事が

認めるものについては、当該経費の３

分の２に相当する額以内の額とし、そ

の他の事業は２分の１に相当する額以

内の額とする。ただし、１件当たり

3,000 万円を上限とし、100 万円を下限

（主に県内の事業者で構成される法人

格を有する団体であって、知事が認め

る者が実施する場合は、１件当たり

4,500万円を上限とし、100万円を下限）

とする。なお、前述に含まれる建物等施

設費の上限は 2,000 万円とする。 

廃棄物発生抑

制等技術研究

開発推進事業 

県内の事業者等が産業廃棄物等の発生

抑制等のための技術研究開発を行う場合

に要する経費のうち、次に掲げる経費 

１ 原材料及び副資材の購入に要する経

費（以下「原材料費」という。） 

２ 構築物費 

３ 機械装置等費 

４ 外注加工に要する経費（以下「外注加

１ 大学、短期大学、工業高等専門学

校、国の試験研究機関、県の試験研究

機関又は試験研究事業を行う公益法

人等で知事が指定する研究機関と共

同研究を行う事業（以下「共同研究事

業」という｡）であって、知事が別に

指定する産業廃棄物等の発生抑制等

に寄与すると知事が特に認めるもの
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工費」という。） 

５ 技術指導受入費 

６ 共同研究費 

７ 研究開発に係る分析等に要する経費

（以下「分析等費」という。） 

８ 市場形成調査費 

９ その他、知事が必要かつ適当と認める

経費 

については、当該経費の 10分の 10 に

相当する額以内の額とする｡ 

２ 共同研究事業で、産業廃棄物等の

発生抑制等に寄与すると知事が認め

るもの（１の事業を除く。）について

は、当該経費の３分の２に相当する

額以内の額とする｡ 

３ １及び２を除く事業は、当該経費

の２分の１に相当する額以内の額と

する。 

４ ただし、１件当たり 1,000 万円を

上限とし、100 万円を下限とする。 

廃棄物利用製

品開発推進事

業 

県内の事業者等が産業廃棄物等を利用

した製品の開発を行う場合に要する経費

のうち、次に掲げる経費 

１ 原材料費 

２ 構築物費 

３ 機械装置等費 

４ 外注加工費 

５ 技術指導受入費 

６ 共同研究費 

７ 分析等費 

８ 市場形成調査費 

９ その他、知事が必要かつ適当と認める

経費 

当該経費の２分の１に相当する額以

内の額。ただし、１件当たり 1,000 万円

を上限とし、100 万円を下限とする。 

 

 

廃棄物利用製

品製造推進事

業 

県内の事業者等が産業廃棄物等を利用

した製品の製造を行う場合に要する経費

のうち、次に掲げる経費 

１ 建物等施設費 

２ 構築物費 

３ 機械装置等費 

４ 技術指導受入費 

５ 共同研究費 

６ 市場形成調査費 

７ その他、知事が必要かつ適当と認める

経費 

当該経費の２分の１に相当する額以

内の額。ただし、１件当たり 1,000 万円

を上限とし、100 万円を下限（主に県内

の事業者で構成される法人格を有する

団体であって知事が認める者が実施す

る場合は、１件当たり 1,500 万円を上

限とし、100 万円を下限）とする。 

ゼロエミッシ

ョン普及促進

事業 

知事が別に指定する事業者又は県内の

事業者等（会社又は個人の場合は、中小企

業者であること。）が産業廃棄物等の発生

抑制等を行う場合に要する経費のうち、次

に掲げる経費 

１ 機械装置の購入、据付け及び改良に要

する経費（機械装置の種類については、

知事が別に指定する。） 

２ 市場形成調査費 

当該経費の３分の１に相当する額以

内の額。ただし、１法人又は１者当たり

500 万円を上限とし、100 万円を下限と

する。 
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環境産業育成

支援事業 

１ 知事が別に指定する事業者が自ら製

造するリサイクル製品の商品力強化又

は販売促進の取組みを行う場合に要す

る経費のうち、次に掲げる経費 

(1) 品質向上又はコストダウンのため 

の調査分析委託経費 

(2) マーケティング調査委託経費 

(3) 販売プロモーション委託経費 

(4) 広告宣伝費、イベント、展示会等へ

の出展経費（賃金、謝金、旅費、印刷

費、通信費、運搬費及びその他知事が

必要かつ適当と認める経費） 

２ 補助金の交付を受けて実施する第２

第５号から第 10 号までの事業によって

開発され、又は製造された製品又は技術

の利用促進を目的として実施する場合

に要する経費のうち、次に掲げる経費 

アドバイザーの派遣受入経費 

１ 知事が別に指定するリサイクル製

品に係る取組みの場合は、当該経費

の２分の１に相当する額以内の額。

ただし、１法人又は１者当たり 300

万円を上限とし、30 万円を下限とす

る。 

２ １に掲げるリサイクル製品以外の

取組みの場合は、当該経費の３分の

１に相当する額以内の額。ただし、１

法人又は１者当たり 200 万円を上限

とし、20 万円を下限とする。 

プラスチック

再商品化事業

者開拓支援事

業 

県内の事業者等が、市町村等と連携し

て、プラスチック資源循環促進法第２条第

３項に規定する使用済プラスチック使用

製品廃棄物（廃棄物処理法第２条第２項に

規定する一般廃棄物に限る。）の回収・処理

と同法第２条第８号に規定する再商品化

を試行的に行い、同法第 33 条第１項に定

める再商品化計画の策定を見据えた実証

を目的として実施する場合に要する経費

のうち、次に掲げる経費（他の事業と併せ

て実施する場合にあっては、合理的な手法

により按分して得た経費相当分を補助対

象事業費とする）。 

１ 回収に要する経費（人件費、車両リー

ス料、燃料費、回収用資材の調達等） 

２ 再商品化に要する経費（再商品化に係

る機器類の維持管理経費等） 

３ 市場開拓に要する経費 

４ 市町村等との協議・調整に要する経費 

５ 調査・研究に要する経費 

６ 住民等への周知に要する経費 

７ その他、知事が必要かつ適当と認める

経費 

ただし、次のア及びイに掲げる経費は

補助対象外とする。 

ア 不動産の取得・造成、建物・機械整備

（改良）及び１件当たり３万円を超える

備品購入に要する経費 

イ 連携する市町村等が執行する経費 

当該経費の３分の２に相当する額以

内の額。ただし、１法人又は１者当たり

500 万円を上限とする。 
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別表第２（第 12 関係） 

条 項 提出書類及び添付書類 様 式 提出部数 提出期日 

規則第４条の

規定による書

類 

１ 岩手県産業・地域ゼロエミ

ッション推進事業費補助金交

付申請書 

２ 知事が別に定める書類 

第１号 

 

 

 

１部 

 

 

１部 

別に定める。 

規則第６条第

１項第１号、

第２号及び第

３号の規定に

よる書類 

１ 岩手県産業・地域ゼロエミ

ッション推進事業変更（中止、

廃止）承認申請書 

２ その他知事が必要と認める

書類 

第２号 

 

 

 

１部 

 

 

１部 

当該事業の変更

（中止、廃止）を

行う日の 14 日前

まで。 

 

規則第13条第

１項の規定に

よる書類 

１ 岩手県産業・地域ゼロエミ

ッション推進事業実績報告書 

２ 収支精算書 

 

３ 岩手県産業・地域ゼロエミ

ッション推進事業費補助金交

付請求書 

４ その他知事が必要と認める

書類 

第３－１～

３－７号 

第４-１～

４-４号 

第５号 

１部 

 

１部 

 

１部 

 

 

１部 

別に定める。 

 


